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基準確認シートについて 
１ 趣 旨 

利用者に適切な介護サービスを提供するためには、事業者自らが事業の運営状況を点検し、人員、設備

及び運営に関する基準を遵守しているか、常に確認することが必要です。 

そこで、さいたま市では、法令及び関係通知を基に基準確認シートを作成しましたので、定期的に自己

点検を行う等、適正な事業運営及び介護サービスの質の向上のためにご活用ください。 

２ 実施方法 

① 毎年定期的に基準確認を行って下さい。 

② 複数の職員で検討の上、点検してください。 

③ 「いる・いない」等の判定については、該当する項目を○で囲んでください。 

④ 判定について該当する項目がないときは、「いる・いない」に二重線を引き、「事例なし」又は「該

当なし」と記入してください。 

「根拠法令」の欄は、次を参照してください。 

○「法」 … 介護保険法（平成９年12月17日法律第123号） 

○「施行令」 … 介護保険法施行令（平成10年12月24日政令第412号） 

○「施行規則」 … 介護保険法施行規則（平成11年３月31日厚生省令第36号） 

○「条例」 … さいたま市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営の基準等に

関する条例（平成24年12月27日さいたま市条例第73号） 

○「平18-0331004」 … 指定地域密着型サービス及び指定地域密着型介護予防サービスに関する基準

について（平成18年３月31日老計発第0331004号･老振発第0331004号･老老発

第0331004号） 

○「平18-0620001」 … 介護員養成研修の取扱細則について（平成18年６月20日老振発第0620001号）

○「平24-0328-9」 … 「介護員養成研修の取扱細則について（介護職員初任者研修関係）」（平成

24年３月28日老振発0328第９号） 

○「平12老企55」 … 「訪問看護計画書及び訪問看護報告書等の取扱いについて」（平成12年３月

30日老企第55号） 

電磁的方法について 

サービスの提供に当たる者は、作成、保存その他これらに類するもののうち、法令等において書面

（書面、書類、文書、謄本、抄本、正本、副本、複本その他文字、図形等人の知覚によって認識するこ

とができる情報が記載された紙その他の有体物。）で行うことが規定されている又は想定されるものに

ついては、書面に代えて、当該書面に係る電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっ

ては認識することができない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供される

もの。）により行うことができます。（被保険者証に関するものを除く。） 

※ 電磁的記録による作成は、事業者等の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録する方

法または磁気ディスク等をもって調製する方法にしてください。 

電磁的記録による保存は、以下のいずれかの方法で行ってください。 

  ア 作成された電磁的記録を事業者等の使用に係る電子計算機に備えられたファイル又は磁気デ

ィスク等をもって調製するファイルにより保存する方法 

  イ 書面に記載されている事項をスキャナ当により読み取ってできた電磁的記録を事業者等の使

用に係る電子計算機に備えられたファイル又は磁気ディスク等をもって調製するファイルによ

り保存する方法 

サービス事業者又はサービスの提供に当たる者は、交付、説明、同意、承諾、締結その他これらに類

するもののうち、条例及び要綱において書面で行うことが規定されているもの又は想定されるものにつ

いては、当該交付等の相手方の承諾を得て、書面に代えて、電磁的方法によることができます。 

※ 事前に利用者等の承諾を得た上で、次に掲げる電磁的方法により交付等を行うことができます。 

  ア 電磁的方法による同意は、例えば、電子メールにより利用者等が同意の意思表示をした場合

等が考えられます。なお「押印についてのＱ＆Ａ（令和２年６月19日内閣府・法務省・経済産

業省）」を参考にしてください。 

  イ 電磁的方法による締結は、利用者等・事業者等の間の契約関係を明確にする観点から、書面

における署名又は記名・押印に代えて、電子署名を活用することが望ましいです。 

※ 電磁的方法により記録・交付等を行う場合は、「平２９ガイダンス」及び「医療情報システムの

安全管理に関するガイドライン」等を遵守してください。 
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一 基本方針 

項 目 確 認 事 項 根 拠 法 令

１ 一般原則 ① 利用者の意思及び人格を尊重して、常に利用者の立場に

立ったサービスの提供に努めていますか。 

法

第78条の３第１項 

条例 

第３条第１項 
い る ・ いない 

② 事業を運営するに当たっては、地域との結び付きを重視

し、市、他の地域密着型サービス事業者又は居宅サービス

事業者その他の保健医療サービス及び福祉サービスを提供

する者との連携に努めていますか。 

条例 

第３条第２項 

い る ・ いない 

２ 基本方針 ○ 要介護状態となった場合においても、利用者が尊厳を保

持し、可能な限り居宅において、利用者の有する能力に応

じ自立した日常生活を営むことができるよう、定期的な巡

回又は随時通報により居宅を訪問し、入浴、排泄、食事等

の介護、日常生活上の緊急時の対応その他の、安心して居

宅において生活を送ることができるようにするための援助

を行うとともに、療養生活を支援し、心身の機能の維持回

復を目指していますか。 

法 

第８条第15項 

条例 

第５条 

平18-0331004 

第３の一の１⑴ 

い る ・ いない 

３ 指定定期巡回・

随時対応型訪問介

護看護 

○ 次のア～エのサービスを提供していますか。 法 

第８条第２項 

施行令 

第３条 

施行規則 

第22条の23 

条例 

第６条 

平18-0331004 

第３の一の１⑵ 

平18-0620001 

別紙Ⅱ５⑶ 

ア 定期巡回サービス 

訪問介護員等が、定期的に利用者の居宅を巡回して行

う日常生活上の世話 

イ 随時対応サービス 

あらかじめ利用者の心身の状況、その置かれている環

境等を把握した上で、随時、利用者若しくはその家族等

からの通報を受け、通報内容等を基に相談援助を行い、

又は訪問介護員等の訪問若しくは看護師等による対応の

要否等を判断するサービス 

ウ 随時訪問サービス 

随時対応サービスにおける訪問の要否等の判断に基づ

き、訪問介護員等が利用者の居宅を訪問して行う日常生

活上の世話 

エ 訪問看護サービス 

看護師等（保健師、看護師、准看護師、理学療法士、

作業療法士又は言語聴覚士）が利用者の居宅を訪問して

行う療養上の世話又は必要な診療の補助 

い る ・ いない 

※ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護は、定期巡回サ

ービス、随時対応サービス及び随時訪問サービス並びに訪

問看護サービスを適宜適切に組み合わせて、利用者にとっ

て必要なサービスを必要なタイミングで提供し、総合的に

利用者の在宅生活の継続を支援するものです。 

※ 定期巡回サービスについて、「定期的」とは原則として

１日複数回の訪問を行うことを想定していますが、訪問回

数及び訪問時間等については適切なアセスメント及びマネ

ジメントに基づき、利用者との合意の下に決定されるべき

ものであり、利用者の心身の状況等に応じて訪問を行わな

い日があることを必ずしも妨げるものではありません。 

また、訪問時間については短時間に限らず、必要なケア

の内容に応じ柔軟に設定してください。 
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※ 随時対応サービスについては、利用者のみならず利用者

の家族等からの在宅介護における相談等にも適切に対応し

てください。 

また、随時の訪問の必要が同一時間帯に頻回に生じる場

合には、利用者の心身の状況を適切に把握し、定期巡回サ

ービスに組み替えるなどの対応等を行ってください。 

なお、通報の内容によっては、必要に応じて看護師等か

らの助言を得る等、利用者の生活に支障がないよう努めて

ください。 

※ 随時訪問サービスについては、随時の通報があってか

ら、概ね30分以内の間に駆けつけられるような体制確保に

努めてください。 

なお、同時に複数の利用者に対して随時の訪問の必要性

が生じた場合の対応方法についてあらかじめ定めておくと

ともに、適切なアセスメントの結果に基づき緊急性の高い

利用者を優先して訪問する場合があり得ること等につい

て、利用者に対する説明を行う等あらかじめサービス内容

について理解を得てください。 

※ 訪問看護サービスについては、医師の指示に基づき実施

されるものであり、全ての利用者が対象となるものではあ

りません。 

また、訪問看護サービスには定期的に行うもの及び随時

行うもののいずれも含まれます。 

※ 事業所が指定訪問介護、指定訪問看護及び指定夜間対応

型訪問介護に係る指定を併せて受けることは差し支えあり

ません。 

※ １の事業所は１の事務所であることが原則ですが、地域

の実情に応じて、一体的なサービス提供の単位として、本

体となる事務所とサテライト拠点を併せて指定を行うこと

は差し支えありません。 

例えば事業の実施圏域が広範にわたる場合に、定期巡回

サービスや随時訪問サービスについて、利用者のニーズに

即応できる体制を確保し、より効率的に行うため、本体と

なる事務所との緊密な連携を確保した上で、定期巡回サー

ビス及び随時訪問サービスを行うサテライト拠点を置くこ

とが想定されます。 

※ 訪問介護員等とは、次のいずれかの者とします。 

ア 介護福祉士 

イ 看護師等（看護師、准看護師） 

ウ 介護員養成研修の介護職員基礎研修課程、１級課程又

は２級課程を修了した者 

エ 介護保険法施行前にウの研修に相当する研修を修了し

た者 
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二 人員に関する基準 

項 目 確 認 事 項 根 拠 法 令

１ 従業者の員数 

⑴ オペレーター 

① サービス提供時間帯を通じて１以上確保されるために必

要な数以上のオペレーターを配置していますか。 

条例 

第７条第１項第１号

平18-0331004 

第３の一の２⑴①ロ
い る ・ いない 

※ オペレーターとは、随時対応サービスとして、利用者又

は家族等からの通報に対応する従業者をいいます。 

※ オペレーターは事業所に常駐している必要はなく、定期

巡回サービスを行う訪問介護員等に同行し、地域を巡回し

ながら利用者からの通報に対応することも差し支えありま

せん。 

※ 午後６時から午前８時までの時間帯については、ＩＣＴ

等の活用により、事業所外においても、利用者情報（具体

的なサービスの内容、利用者の心身の状況や家族の状況

等）の確認ができるとともに、電話の転送機能等を活用す

ることにより、利用者からのコールに即時にオペレーター

が対応できる体制を構築し、コール内容に応じて必要な対

応を行うことができると認められる場合は、必ずしも事業

所内で勤務する必要はありません。 

※ サテライト拠点を有する事業所においては、本体となる

事務所及びサテライト拠点のいずれかにおいて常時１以上

のオペレーターが配置されていれば基準を満たします。 

サービス利用の状況や利用者数及び業務量を考慮し適切

な員数の人員を確保してください。 

② オペレーターは看護師、介護福祉士、医師、保健師、准

看護師、社会福祉士又は介護支援専門員ですか。 

条例 

第７条第２項 

平18-0331004 

第３の一の２⑴①イ
い る ・ いない 

※ 利用者の処遇に支障がない場合であって、サービス提供

時間帯を通じて、看護師、介護福祉士、医師、保健師、准

看護師、社会福祉士又は介護支援専門員との連携を確保す

ることにより、利用者からの通報に適切に対応できると認

められる場合は、サービス提供責任者の業務に１年以上

（指定地域密着型サービス省令第３条の４第２項に規定す

る厚生労働大臣が定める者にあっては、３年以上）従事し

た経験を有する者をもって充てることができます。 

この場合、１年以上従事とは単なる介護等の業務に従事

した期間を含まず、サービス提供責任者として任用されて

いた期間を通算したものです。 

③ オペレーターのうち１人以上は、常勤の看護師、介護福

祉士等ですか。 

条例 

第７条第３項 

平18-0331004 

第３の一の２⑴①ニ
い る ・ いない 

※ 同一敷地内の指定訪問介護事業所及び指定訪問看護事業

所並びに指定夜間対応型訪問介護事業所の職務について

は、オペレーターと同時並行的に行われることが差し支え

ないと考えられるため、これらの職務に従事していた場合

も、常勤の職員として取り扱うことができます。 

④ オペレーターは、専らその職務に従事していますか。 条例 

第７条第４項 
い る ・ いない 
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※ 利用者の処遇に支障がない場合は、定期巡回サービス及

び訪問看護サービス並びに同一敷地内の指定訪問介護事業

所、指定訪問看護事業所並びに指定夜間対応型訪問介護事

業所の職務に従事することができます。 

第７条第５項 

平18-0331004 

第３の一の２⑴①

ハ・ホ・ヘ 

オペレーターが、定期巡回サービスに従事している等、

利用者の居宅においてサービスの提供を行っているときで

あっても、オペレーターが利用者からの通報を受けること

ができる体制を確保している場合は、オペレーターの配置

要件を併せて満たします。 

※ 利用者の処遇に支障がない場合は利用者以外の者からの

通報を受け付ける業務に従事することができます。 

※ オペレーターは、随時訪問サービスを行う訪問介護員等

として従事することができます。 

その時間帯において勤務する従業者が、オペレーター１

人である場合もあり得ますが、利用者の処遇に支障がない

よう、他の従業者との密接な連携に努めてください。 

※ 次の施設等が、同一敷地内又は道路を隔てて隣接等、特

に当該事業所のオペレーターの業務に支障がないと認めら

れる範囲内にある場合に、当該施設等の夜勤職員（看護

師、介護福祉士、医師、保健師、准看護師、社会福祉士又

は介護支援専門員に限る。）をオペレーターとして充てる

ことができます。 

ア 指定短期入所生活介護事業所 

イ 指定短期入所療養介護事業所 

ウ 指定特定施設 

エ 指定小規模多機能型居宅介護事業所 

オ 指定認知症対応型共同生活介護事業所 

カ 指定地域密着型特定施設 

キ 指定地域密着型介護老人福祉施設 

ク 指定看護小規模多機能型居宅介護事業所 

ケ 指定介護老人福祉施設 

コ 介護老人保健施設 

サ 指定介護療養型医療施設 

また、オペレーターの業務を行う時間帯について、施設

等に勤務しているものとして取扱うことができます。 

ただし、夜勤職員が定期巡回サービス、随時訪問サービ

ス又は訪問看護サービスに従事する場合は、勤務時間を施

設等の勤務時間には算入できないため、施設等における最

低基準（夜勤を行うことが介護報酬における加算の評価対

象となっている場合は、加算要件）を超えて配置している

職員に限られます。 

⑵ 定期巡回サービ

スを行う訪問介護

員等 

○ 交通事情、訪問頻度等を勘案し、利用者に適切に定期巡

回サービスを提供するために必要な数以上の定期巡回サー

ビスを行う訪問介護員等を配置していますか。 

法 

第８条第２項 

施行令 

第３条第１項 

条例 

第６条第１号 

第７条第１項第２号

平18-0331004 

第３の一の２⑴②・

③ロ 

平18-0620001 

平24-0328-9 

い る ・ いない 

※ サービス利用の状況や利用者数及び業務量を考慮し適切

な員数の人員を確保してください。 

※ 訪問介護員等とは、次のいずれかをいいます。 

ア 介護福祉士 

イ 看護職員（看護師・准看護師） 

ウ 訪問介護員養成研修１・２級課程を修了した者 
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エ 介護保険法施行前に相当する研修を修了した者 

※ 看護師の資格を有する者を訪問介護員等として雇用する

場合は、訪問介護員等として雇用されているため、診療の

補助及び療養上の世話の業務（たんの吸引等の業務を行う

ための登録を受けている事業所において実施されるたんの

吸引等の業務を除く。）を行うものではありません。 

⑶ 随時訪問サービ

スを行う訪問介護

員等 

① サービス提供時間帯を通じて、随時訪問サービスの提供

に当たる訪問介護員等が１以上確保されるために必要な数

以上の随時訪問サービスを行う訪問介護員等を配置してい

ますか。 

条例 

第７条第１項第３号

平18-0331004 

第３の一の２⑴③イ

い る ・ いない 

※ 午後６時から午前８時までの時間帯については、利用者

からの連絡を受けた後、事業所から利用者宅へ訪問するの

と同程度の対応ができるなど、随時訪問サービスの提供に

支障がない体制が整備されているのであれば、必ずしも事

業所内で勤務する必要はありません。 

※ サテライト拠点を有する事業所においては、本体となる

事務所及びサテライト拠点のいずれかにおいて、事業所と

して必要とされる随時訪問サービスを行う訪問介護員等が

配置されていれば基準を満たします。 

サービス利用の状況や利用者数及び業務量を考慮し適切

な員数の人員を確保してください。 

② 随時訪問サービスを行う訪問介護員等は、専ら随時訪問

サービスの提供に当たっていますか。 

条例 

第７条第６項

第７条第７項 

第７条第８項 
い る ・ いない 

※ ただし、利用者の処遇に支障がない場合は、定期巡回サ

ービス又は同一施設内にある指定訪問介護事業所若しくは

指定夜間対応型訪問介護事業所の職務に従事することがで

きます。 

※ 午後６時～午前８時の間は、随時対応サービスの提供に

支障がない場合は、オペレーターは、随時訪問サービスに

従事することができます。 

※ オペレーターが随時訪問サービスに従事している場合に

おいて、随時訪問サービスの提供に支障がないときは、午

後６時～午前８時の間は、随時訪問サービスを行う訪問介

護員等を置かないことができます。 

⑷ 訪問看護サービ

スを行う看護師等

（連携型事業所を除

く）

① 看護職員（保健師、看護師又は准看護師）を常勤換算方

法で2.5以上配置していますか。 

条例 

第７条第１項第４号

第７条第12項 

平18-0331004 

第３の一の２⑴④イ

～ホ 

い る ・ いない 

※ 職員の支援体制等を考慮した最小限の員数として定めら

れたものであり、サービス利用の状況や利用者数及び業務

量を考慮し適切な員数の人員を確保してください。 

※ 勤務日及び勤務時間が不定期な看護職員についての勤務

延時間数の算定については、次のとおりの取扱いとしま

す。 

ア 不定期な看護職員１人当たりの勤務時間数は、不定期

な看護職員の前年度の週当たりの平均稼働時間（サービ

ス提供時間及び移動時間をいう。）とすること。 
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イ 不定期な看護職員によるサービス提供の実績がない事

業所又は極めて短期の実績しかない等のためアの方法に

よって勤務延時間数の算定を行うことが適当でないと認

められる事業所については、不定期な看護職員が確実に

勤務できるものとして勤務表に明記されている時間のみ

を勤務延時間数に算入すること。 

なお、この場合においても、勤務表上の勤務延時間数

は、サービス提供の実態に即したものでなければならな

いため、勤務表上の勤務時間と実態が乖離していると認

められる場合には、勤務表上の勤務時間の適正化の指導

の対象となります。 

※ サテライト拠点があるときは、常勤換算を行う際の看護

職員の勤務延時間数に、サテライト拠点における勤務延時

間数も含めます。 

※ 看護職員が、オペレーターとして従事するとき及び定期

巡回・随時対応型訪問介護看護計画作成等において必要な

アセスメントのための訪問を行うときの勤務時間について

は、常勤換算を行う際の訪問看護サービスの看護職員の勤

務時間として算入して差し支えありません。 

ただし、看護職員が訪問介護員等として定期巡回サービ

ス及び随時訪問サービスを行うときの勤務時間について

は、常勤換算を行う際に算入することはできません。 

※ 事業者が指定訪問看護事業者の指定を併せて受け、か

つ、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の事業と指定

訪問看護の事業が同じ事業所で一体的に運営されている場

合は、常勤換算方法で2.5以上配置されていることで、双方

の基準を満たします。 

なお、これに加えて指定複合型サービス事業者の指定を

併せて受け、一体的に運営する場合は、さらに常勤換算方

法で2.5以上の看護職員の配置が必要です。 

② 看護職員のうち１人以上は、常勤の保健師又は看護師で

すか。 

条例 

第７条第９項 

平18-0331004 

第３の一の２⑴④ヘ
い る ・ いない 

③ 看護職員のうち１人以上は、サービス提供時間帯を通じ

て、事業者との連絡体制が確保されていますか。 

条例 

第７条第10項 

平18-0331004 

第３の一の２⑴④ト
い る ・ いない 

※ 訪問看護サービスを行う看護職員は、オペレーターや随

時訪問サービスを行う訪問介護員等のように、常時の配置

を求めてはいませんが、利用者の看護ニーズに適切に対応

するため、常時、看護職員のうち１人以上の者との連絡体

制を確保しなければなりません。 

④ 理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士を事業所の実情

に応じた適当数配置していますか。 

条例 

第７条第１項第４号

平18-0331004 

第３の一の２⑴④チ
い る ・ いない 

※ 配置しないことも可能です。 

⑸ 計画作成責任者 ⑭ 事業所ごとに、従業者であって看護師、介護福祉士、医

師、保健師、准看護師、社会福祉士又は介護支援専門員であ

るもののうち１人以上を、計画作成責任者としていますか。

条例 

第７条第11項 

平18-0331004 

第３の一の２⑴⑤ 
い る ・ いない 
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※ オペレーターの要件として認められている、サービス提

供責任者として３年以上従事した者については計画作成責

任者としては認められません。 

※ 利用者数及び業務量を考慮し適切な員数の人員を確保し

てください。 

２ 管理者 ○ 事業所ごとに専らその職務に従事する常勤の管理者を置

いていますか。 

条例 

第８条 

平18-0331004 

第３の一の２⑵ 
い る ・ いない 

※ ア～ウの場合であって、事業所の管理業務に支障がない

ときは、他の職務を兼ねることができます。 

ア 事業所のオペレーター、定期巡回サービスを行う訪問

介護員等、随時訪問サービスを行う訪問介護員等又は訪

問看護サービス行う看護師等又は計画作成責任者の職務

に従事する場合 

イ 事業者が指定訪問介護事業者、指定訪問看護事業者又

は指定夜間対応型訪問介護事業者の指定を併せて受け、

同一の事業所においてそれぞれの事業が一体的に運営さ

れている場合の、指定訪問介護事業所、指定訪問看護事

業所又は指定夜間対応型訪問介護事業所の職務に従事す

る場合 

ウ 同一敷地内にある又は道路を隔てて隣接する等、特に

事業所の管理業務に支障がないと認められる範囲内に他

の事業所、施設等がある場合に、他の事業所、施設等の

管理者又は従事者としての職務に従事する場合 

この場合の他の事業所、施設等の事業の内容は問いま

せんが、例えば、管理すべき事業所数が過剰であると個

別に判断される場合や、併設される入所施設において入

所者に対しサービス提供を行う看護・介護職員と兼務す

る場合などは、管理業務に支障があると考えられます。 

※ 管理者はオペレーター、定期巡回サービスを行う訪問介

護員等、随時訪問サービスを行う訪問介護員等又は訪問看

護サービスを行う看護師等である必要はありません。 
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三 設備に関する基準

項 目 確 認 事 項 根 拠 法 令

１ 設備及び備品等 ① 事業所には、事業の運営を行うために必要な広さを有す

る専用の区画を設けるほか、サービスの提供に必要な設備

及び備品等を備えていますか。 

条例 

第９条第１項 

第９条第４項 

平18-0331004 

第３の一の３⑴～

⑶・⑻ 

い る ・ いない 

※ 事務室又は区画については、利用申込の受付、相談等に

対応するのに適切なスペースを確保してください。 

※ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護に必要な設備及

び備品等を確保してください。 

特に、手指を洗浄するための設備等感染症予防に必要な

設備等に配慮してください。 

※ 事業所には、事業の運営を行うために必要な面積を有す

る専用の事務室を設けることが望ましいが、間仕切りする

等他の事業の用に供するものと明確に区分される場合は、

他の事業と同一の事務室であっても差し支えありません。 

この場合に、区分がされていなくても業務に支障がない

ときは、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の事業を

行うための区画が明確に特定されていれば足ります。 

※ 事業所が健康保険法による指定訪問看護の指定を受けてい

る場合には、事務室を共用することは差し支えありません。

※ 事業者が指定夜間対応型訪問介護事業者の指定を併せて

受け、同一の事業所においてこれらの事業が一体的に運営

されている場合は、随時対応サービスの提供に必要となる

設備を双方の事業で共用することができます。 

※ 他の事業所、施設等と同一敷地内にある場合であって、

指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の事業又は他の事

業所、施設等の運営に支障がない場合は、他の事業所、施

設等に備え付けられた設備及び備品等を使用することがで

きます。 

※ 事務室・区画、又は設備及び備品等については、必ずし

も事業者が所有している必要はなく、貸与を受けているも

のであっても差し支えありません。 

② 利用者が円滑に通報し、迅速な対応を受けることができ

るよう、事業所ごとに、次の機器等を備え、必要に応じて

オペレーターにを携帯させていますか。 

条例 

第９条第２項 

平18-0331004 

第３の一の３⑷・⑸ア 利用者の心身の状況等の情報を蓄積することができる

機器等 

イ 随時適切に利用者からの通報を受けることができる通

信機器等 

い る ・ いない 

※ 利用者からの通報を受けるための機器については、必ず

しも事業所に設置され固定されている必要はなく、地域を

巡回するオペレーターが携帯することもできます。 

また、利用者の心身の状況等の情報を蓄積し、利用者か

らの通報を受けた際に瞬時にそれらの情報が把握できるも

のでなければならないが、通報を受信する機器と、利用者

の心身の情報を蓄積する機器は同一の機器でなくても差し

支えありません。 

したがって、通報を受ける機器としては、携帯電話等で

あっても差し支えありません。 
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※ 利用者の心身の状況等の情報を蓄積する機器等について

は、事業所・事業者内のネットワークや情報セキュリティ

に十分に配慮した上で、インターネットを利用したクラウ

ドコンピューティング等の技術を活用し、オペレーターが

所有する端末から常時利用者の情報にアクセスできる体制

が確保されていれば、必ずしも事業所において機器等を保

有する必要はありません。 

また、常時利用者の情報にアクセスする体制とは、こう

した情報通信技術の活用のみに限らず、例えば、オペレー

ターが所有する紙媒体での利用者のケース記録等が、日々

の申し送り等により随時更新され事業所において一元的に

管理されていること等も含まれます。 

③ 利用者が援助を必要とする状態となったときに適切にオ

ペレーターに通報できるよう、利用者に対し、通信のため

の端末機器を配布していますか。 

条例 

第９条第３項 

平18-0331004 

第３の一の３⑹・⑺
い る ・ いない 

※ 利用者が適切にオペレーターに随時の通報を行うことが

できる場合は、この限りではありません。 

※ 利用者に配布するケアコール端末は、利用者が援助を必要

とする状態となったときにボタンを押すなどにより、簡単に

オペレーターに通報できるものでなければなりません。 

ただし、利用者の心身の状況によって、一般の家庭用電

話や携帯電話でも随時の通報が適切に行うことが可能と認

められる場合は、利用者に対し携帯電話等を配布すること

又はケアコール端末を配布せず、利用者所有の家庭用電話

や携帯電話により随時の通報を行わせることも差し支えあ

りません。 

※ 利用者に配布するケアコール端末等については、オペレ

ーターに対する発信機能のみならず、オペレーターからの

通報を受信する機能を有するものや、テレビ電話等の利用

者とオペレーターが画面上でお互いの状況を確認し合いな

がら対話できるもの等を活用し、利用者の在宅生活の安心

感の向上に資するものであることが望まれます。 
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四 運営に関する基準 

項 目 確 認 事 項 根 拠 法 令

１ 提供の開始に当

たっての説明及び

同意 

○ 利用者に対し適切なサービスを提供するため、サービス

の提供の開始に際し、あらかじめ、利用申込者又は家族に

対し、サービスを選択するために必要な重要事項につい

て、わかりやすい説明書やパンフレット等の文書を交付し

て懇切丁寧に説明を行い、サービスの提供を受けることに

ついて同意を得ていますか。 

条例 

第10条 

平18-0331004 

第３の一の４⑵①・

② 

い る ・ いない 

※ サービスを選択するために必要な重要事項には次の内容

が挙げられます。 

ア 運営規程の概要 

イ 従業者の勤務体制 

ウ 事故発生時の対応 

エ 苦情処理の体制 

オ 第三者評価の実施状況 

※ 事業者が他の介護保険に関する事業を併せて実施してい

る場合は、パンフレット等を一体的に作成して差し支えあ

りません。 

※ 同意については、書面によって確認することが適当です。

※ 利用申込者又は家族からの申出があった場合には、文書

の交付に代えて、利用申込者又は家族の承諾を得て、文書

に記すべき重要事項を電磁的方法により提供することがで

きます。 

この場合において、事業者は文書を交付したものとみな

します。 

※ 特に、連携型事業所における指定訪問看護事業所との連

携の内容や、他の指定訪問介護事業所又は指定夜間対応型

訪問介護事業所に事業の一部委託を行う場合の委託業務の

内容、他の事業所と一体的に随時対応サービスを行う場合

の事業所間の連携の内容等について十分な説明を行わなけ

ればなりません。 

２ 提供拒否の禁止 ○ 正当な理由がなく、サービスの提供を拒んでいませんか。 条例 

第11条 

平18-0331004 

第３の一の４⑶ 

い る ・ いない 

※ 事業者は、原則として、利用申込に対しては応じなけれ

ばなりません。 

特に、要介護度や所得の多寡を理由にサービスの提供を

拒否することは禁止します。 

※ 提供を拒むことのできる正当な理由がある場合とは、次

のとおりです。 

ア 事業所の現員からは利用申込に応じきれない場合 

イ 利用申込者の居住地が通常の事業の実施地域外である

場合 

ウ その他利用申込者に対し自ら適切なサービスを提供す

ることが困難な場合 

３ サービス提供困

難時の対応 

○ 通常の事業の実施地域等を勘案し、利用申込者に対し自ら

適切なサービスを提供することが困難であると認めた場合

は、指定居宅介護支援事業者への連絡、適当な他の事業者等

の紹介その他の必要な措置を速やかに講じていますか。 

条例 

第12条 

平18-0331004 

第３の一の４⑷ 

い る ・ いない 



定期巡回・随時対応型訪問介護看護

- 11 - 

４ 受給資格等の確

認 

① サービスの提供を求められた場合は、被保険者証によっ

て、被保険者資格、要介護認定の有無及び有効期間を確か

めていますか。 

条例 

第13条第１項 

平18-0331004 

第３の一の４⑸① 
い る ・ いない 

※ 保険給付を受けることができるのは、要介護認定を受け

ている被保険者に限られます。 

② 被保険者証に、サービスの適切かつ有効な利用等に関し

被保険者が留意すべき事項に係る認定審査会意見が記載さ

れているときは、認定審査会意見に配慮して、サービスを

提供するように努めていますか。 

条例 

第13条第２項 

平18-0331004 

第３の一の４⑸② 

い る ・ いない 

５ 要介護認定の申

請に係る援助 

① サービスの提供の開始に際し、要介護認定を受けていな

い利用申込者については、要介護認定の申請が既に行われ

ているかどうかを確認し、申請が行われていない場合は、

利用申込者の意思を踏まえて速やかに申請が行われるよう

必要な援助を行っていますか。 

条例 

第14条第１項 

平18-0331004 

第３の一の４⑹① 

い る ・ いない 

※ 要介護認定の申請がなされていれば、要介護認定の効力

が申請時に遡ることにより、サービスの利用に係る費用が

保険給付の対象となり得ます。 

② 指定居宅介護支援が利用者に対して行われていない等の

場合であって必要と認めるときは、要介護認定の更新の申

請が、遅くとも有効期間が終了する日の30日前までに行わ

れるよう、必要な援助を行っていますか。 

条例 

第14条第２項 

平18-0331004 

第３の一の４⑹② 

い る ・ いない 

※ 要介護認定の有効期間が原則として６か月ごとに終了

し、継続して保険給付を受けるためには更新認定を受ける

必要があり、認定が申請の日から30日以内に行われます。 

６ 心身の状況等の

把握 

○ 計画作成責任者による利用者の面接によるほか、指定居

宅介護支援事業者が開催するサービス担当者会議等を通じ

て、利用者の心身の状況、置かれている環境、他の保健医

療サービス又は福祉サービスの利用状況等の把握に努めて

いますか。 

条例 

第15条 

い る ・ いない 

７ 指定居宅介護支

援事業者等との連

携 

① サービスを提供するに当たっては、指定居宅介護支援事

業者その他保健医療サービス又は福祉サービスを提供する

者との密接な連携に努めていますか。 

条例 

第16条第１項 

平18-0331004 

第３の一の４⑺ 
い る ・ いない 
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※ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護は、利用者の在

宅生活の継続のための総合的な支援を、日々の定期巡回サ

ービス等の実施により継続的に把握される利用者の心身の

状況に応じて柔軟に行うサービスであることから、その他

の介護保険サービスの利用を含めた利用者の地域での生活

全般のマネジメントを行う指定居宅介護支援事業者との連

携を密にしておかなければなりません。 

※ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護は、医療が必要

とされる場合があることから、医療が円滑に提供できるよ

う、常に保健医療サービスを提供する者との連携の確保に

努めなければなりません。 

② サービスの提供の終了に際しては、利用者又は家族に対

して適切な指導を行うとともに、指定居宅介護支援事業者

に対する情報の提供及び保健医療サービス又は福祉サービ

スを提供する者との密接な連携に努めていますか。 

条例 

第16条第２項 

い る ・ いない 

８ 法定代理受領サ

ービスの提供を受

けるための援助 

○ サービスの提供の開始に際し、利用申込者が指定居宅介

護支援を受けていないときは、利用申込者又は家族に対

し、法定代理受領サービスを行うために必要な援助を行っ

ていますか。 

条例 

第２条第５号 

第17条 

平18-0331004 

第３の一の４⑻ 
い る ・ いない 

※ 法定代理受領サービスを行うために必要な援助には次の

内容が挙げられます。 

ア 居宅サービス計画の作成を指定居宅介護支援事業者に

依頼する旨を市に対して届け出ること等により、サービ

スの提供を法定代理受領サービスとして受けることがで

きる旨を説明すること 

イ 指定居宅介護支援事業者に関する情報を提供すること 

９ 居宅サービス計

画に沿ったサービ

スの提供 

○ 居宅サービス計画が作成されている場合は、居宅サービ

ス計画に沿ったサービスを提供していますか。 

条例 

第18条 

平18-0331004 

第３の一の４⑼ 
い る ・ いない 

※ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護は、定期巡回サ

ービス、随時対応サービス、随時訪問サービス及び訪問看

護サービスを利用者の心身の状況に応じて、柔軟に提供す

るものであり、随時の訪問を行う場合や、定期巡回サービ

スの訪問時間帯又は内容等の変更を行った場合は、担当す

る介護支援専門員に対し適宜報告を行う等適切な連携を図

ってください。 

10 居宅サービス計

画等の変更の援助

○ 利用者が居宅サービス計画の変更を希望する場合は、指

定居宅介護支援事業者への連絡その他の必要な援助を行っ

ていますか。 

条例 

第19条 

平18-0331004 

第３の一の４⑽ 
い る ・ いない 

※ 利用者の状態の変化等により追加的なサービスが必要とな

り、居宅サービス計画の変更が必要となった場合で、変更の

必要性の説明に対し利用者が同意する場合を含みます。 

※ サービスを追加する場合に法定代理受領サービスとして

利用する場合には、支給限度額の範囲内で居宅サービス計

画を変更する必要がある旨の説明その他の必要な援助を行

わなければなりません。 
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11 身分を証する書

類の携行 

○ 利用者が安心してサービスの提供を受けられるよう、従

業者に身分を証する書類を携行させ、面接時、初回訪問時

及び利用者又は家族から求められたときは、提示すべき旨

を指導していますか。 

条例 

第20条 

平18-0331004 

第３の一の４⑾ 

い る ・ いない 

※ 身分を証する書類には、事業所の名称、従業者の氏名を

記載するものとし、写真の貼付や職能の記載を行うことが

望まれます。 

12 サービスの提供

の記録 

① 利用者及びサービス事業者が、その時点での区分支給限

度基準額との関係やサービスの利用状況を把握できるよう

にするために、サービスを提供した際には、サービスの提

供日及び内容（例えば定期巡回サービス及び随時訪問サー

ビスの別）、利用者に代わって支払を受ける地域密着型介

護サービス費の額その他必要な事項を、利用者の居宅サー

ビス計画を記載した書面又はサービス利用票等に記載して

いますか。 

条例 

第21条第１項 

平18-0331004 

第３の一の４⑿① 

い る ・ いない 

② サービスを提供した際には、サービスの提供日、提供し

た具体的なサービスの内容、利用者の心身の状況その他必

要な事項をを記録するとともに、利用者からの申出があっ

た場合には、文書の交付その他適切な方法により、その情

報を利用者に対して提供していますか。 

条例 

第21条第２項 

第43条第２項第２号

平18-0331004 

第３の一の４⑿② 

い る ・ いない 

※ その他適切な方法とは、例えば、利用者の用意する手帳

等に記載するなどの方法が挙げられます。 

※ 提供した具体的なサービスの内容等の記録は、５年間保

存しなければなりません。 

13 利用料等の受領 ① 法定代理受領サービスに該当するサービスを提供した際

には、利用者から利用料の一部として、地域密着型介護サ

ービス費用基準額の１割（保険給付の率が９割でない場合

については、それに応じた割合）の支払を受けています

か。 

条例 

第２条第３号 

第２条第４号 

第22条第１項 

平18-0331004 

第３の一の４⒀① 
い る ・ いない 

② 法定代理受領サービスに該当しないサービスを提供した

際にその利用者から支払を受ける利用料の額と、地域密着

型介護サービス費用基準額との間に、不合理な差額が生じ

ないようにしていますか。 

条例 

第22条第２項 

平18-0331004 

第３の一の４⒀② 

い る ・ いない 

※ 利用者間の公平及び利用者の保護の観点から、一方の管

理経費の他方への転嫁等による不合理な差額を設けてはな

りません。 

※ そもそも介護保険給付の対象となるサービスと明確に区

分されるサービスについては、次のような方法により別の

料金設定をして差し支えありません。 

ア 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の事業とは別

事業であり、介護保険給付の対象とならないサービスで

あることを説明し、理解を得ること。 

イ 事業の目的、運営方針、利用料等が、事運営規程とは

別に定められていること。 
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ウ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の事業の会計

と区分していること。 

③ ①・②のほか、利用者の選定により通常の事業の実施地

域以外の地域の居宅においてサービスを行う場合に要した

交通費の額以外の支払を利用者から受けていませんか。 

条例 

第22条第３項 

平18-0331004 

第３の一の４⑿③・

⑤ 
いない ・ い る 

※ 保険給付の対象となっているサービスと明確に区分され

ないあいまいな名目による費用の支払を受けることは認め

られません。 

※ 利用者へ配布するケアコール端末に係る設置料、リース

料、保守料等の費用の徴収は認められません。 

なお、利用者宅から事業所への通報に係る通信料（電話

料金）については、利用者が負担すべきものです。 

④ 交通費の支払を受けるに当たっては、あらかじめ、利用

者又は家族に対し、内容及び費用について説明を行い、利

用者の同意を得ていますか。 

条例 

第22条第４項 

平18-0331004 

第３の一の４⑿④ 
い る ・ いない 

⑤ サービスの提供に要した費用の支払を受ける際、利用者

に対し、領収証を交付していますか。 

法 

第42条第９項(第41

条第８項準用) 

施行規則 

第65条の５(第65条

準用) 

い る ・ いない 

※ 領収証には、サービスの提供に要した費用の額・・その

他の費用の額を区分して記載しなければなりません。 

14 保険給付の請求

のための証明書の

交付 

○ 法定代理受領サービスに該当しないサービスに係る利用

料の支払を受けた場合は、提供したサービスの内容、費用

の額その他必要と認められる事項を記載したサービス提供

証明書を利用者に対して交付していますか。 

条例 

第23条 

平18-0331004 

第３の一の４⒁ 

い る ・ いない 

※ 利用者が市に対する保険給付の請求を容易に行えるよ

う、サービス提供証明書を交付しなければなりません。 

15 指定定期巡回・

随時対応型訪問介

護看護の基本取扱

方針 

① 定期巡回サービス及び訪問看護サービスについては、利

用者の要介護状態の軽減又は悪化の防止に資するよう、そ

の目標を設定し、計画的に行っていますか。 

条例 

第24条第１項 

い る ・ いない 

② 随時対応サービス及び随時訪問サービスについては、利

用者からの随時の通報に適切に対応して行うものとし、利

用者が安心してその居宅において生活を送ることができる

ものとなっていますか。 

条例 

第24条第１項 

い る ・ いない 

③ 提供するサービスの質の評価を自ら行い、それらの結果

を公表し、常にその改善を図っていますか。 

条例 

第24条第２項 

平18-0331004 

第３の一の４⒂① 
い る ・ いない 

※ サービスの提供については、目標達成の度合い及びその

効果等や利用者及びその家族の満足度等について常に評価

を行うとともに、定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画

の修正を行うなど、改善を図らなければなりません。 
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16 指定定期巡回・

随時対応型訪問介

護看護の具体的取

扱方針 

① 定期巡回サービスの提供に当たっては、定期巡回・随時対

応型訪問介護看護計画に基づき、利用者が安心してその居宅

において生活を送るのに必要な援助を行っていますか。 

条例 

第25条第１号 

い る ・ いない 

② 随時訪問サービスを適切に行うため、オペレーターは、

計画作成責任者及び定期巡回サービスを行う訪問介護員等

と密接に連携し、利用者の心身の状況、その置かれている

環境等の的確な把握に努め、利用者又は家族に対し、適切

な相談及び助言を行っていますか。 

条例 

第25条第２号 

い る ・ いない 

③ 随時訪問サービスの提供に当たっては、定期巡回・随時

対応型訪問介護看護計画に基づき、利用者からの随時の連

絡に迅速に対応し、必要な援助を行っていますか。 

条例 

第25条第３号 

平18-0331004 

第３の一の４⒂② 
い る ・ いない 

※ 随時訪問サービスを適切に提供するため、定期巡回サー

ビスの提供や看護職員の行うアセスメント等により、利用

者の心身の状況等の把握に努めるとともに、利用者とのコ

ミュニケーションを図り、利用者が通報を行い易い環境づ

くりに努めてください。 

④ 訪問看護サービスの提供に当たっては、主治医との密接

な連携及び定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画に基づ

き、利用者の心身の機能の維持回復を図るよう妥当適切に

行っていますか。 

条例 

第25条第４号 

平18-0331004 

第３の一の４⒂③ 

い る ・ いない 

※ 利用者の心身の状態を踏まえて、妥当適切に行うととも

にその生活の質の確保を図るよう、主治医との密接な連携

のもとに定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画に沿って

サービスを提供してください。 

⑤ 訪問看護サービスの提供に当たっては、常に利用者の病

状、心身の状況及びその置かれている環境の的確な把握に

努め、利用者又は家族に対し、適切な指導等を行っていま

すか。 

条例 

第25条第５号 

平18-0331004 

第３の一の４⒂④ 

い る ・ いない 

※ 利用者の健康状態と経過、看護の目標や内容、具体的な

方法その他療養上必要な事項について利用者及びその家族

に理解しやすいよう指導を行ってください。 

⑥ 特殊な看護等を行っていませんか。 条例 

第25条第６号 

平18-0331004 

第３の一の４⒂④ 

いない ・ い る 

※ 医学の立場を堅持し、広く一般に認められていない看護

等については行ってはなりません。 

⑦ サービスの提供に当たっては、懇切丁寧に行うことを旨

とし、利用者又は家族に対し、サービスの提供方法等につ

いて、理解しやすいように説明を行っていますか。 

条例 

第25条第７号 

平18-0331004 

第３の一の４⒂④ 
い る ・ いない 
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※ 利用者の健康状態と経過、看護の目標や内容、具体的な

方法その他療養上必要な事項について利用者及びその家族

に理解しやすいよう説明を行ってください。 

⑧ 介護技術及び医学の進歩に対応し、適切な介護技術及び

看護技術をもってサービスの提供を行っていますか。 

条例 

第25条第８号 

平18-0331004 

第３の一の４⒂⑤ 
い る ・ いない 

※ 適切なサービスが提供できるよう、常に新しい技術を習

得する等、研鑽を行ってください。 

⑨ サービスの提供に当たり利用者から合鍵を預かる場合に

は、その管理を厳重に行うとともに、管理方法、紛失した

場合の対処方法その他必要な事項を記載した文書を利用者

に交付していますか。 

条例 

第25条第９号 

平18-0331004 

第３の一の４⒂⑥ 

い る ・ いない 

※ 利用者から合鍵を預かる場合には、従業者であっても容

易に持ち出すことができないよう厳重な管理を行い、利用

者に安心感を与えてください。 

17 主治医との関係

（連携型事業所を除

く）

① 常勤看護師等は、主治医の指示に基づき適切な訪問看護

サービスが行われるよう必要な管理をしていますか。 

条例 

第26条第１項 

平18-0331004 

第３の一の４⒃① 
い る ・ いない 

※ 主治医との連絡調整、訪問看護サービスの提供を行う看

護師等の監督等必要な管理を行わなければなりません。 

※ 主治医とは、利用申込者の選定により加療している医師

をいい、主治医以外の複数の医師から指示書の交付を受け

ることはできません。 

② 訪問看護サービスの提供の開始に際し、主治医による指

示書の交付を受けていますか。 

条例 

第26条第２項 

第26条第４項 

平18-0331004 

第３の一の４⒃②・

⑤ 

い る ・ いない 

※ 訪問看護サービスの利用対象者は、その主治医が訪問看

護サービスの必要性を認めたものに限られます。 

※ 事業者が保険医療機関である場合には、主治医の指示は

診療録に記載されるもので差し支えありません。 

③ 主治医と連携を図り、適切な訪問看護サービスを提供す

るため、主治医に定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画

及び訪問看護報告書を提出し、訪問看護サービスの提供に

当たって主治医との密接な連携を図っていますか。 

条例 

第26条第３項 

第26条第４項 

平18-0331004 

第３の一の４⒃③～

⑤ 
い る ・ いない 

※ 訪問看護サービスの利用者に係るものに限ります。 

※ 訪問看護サービスの提供に当たっては、特に医療施設内

の場合と異なり、看護師等が単独で行うことに十分留意す

るとともに慎重な状況判断等が要求されることを踏まえ、

主治医との密接かつ適切な連携を図ってください。 

※ 事業者が保険医療機関である場合には、定期巡回・随時

対応型訪問介護看護計画及び訪問看護報告書については、

看護記録等の診療記録に記載されるもので差し支えありま

せん。 
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18 定期巡回・随時

対応型訪問介護看

護計画等の作成 

① 計画作成責任者は、利用者の日常生活全般の状況及び希

望を踏まえて、定期巡回サービス及び随時訪問サービスの

目標、当該目標を達成するための具体的な定期巡回サービ

ス及び随時訪問サービスの内容等を記載した定期巡回・随

時対応型訪問介護看護計画を作成していますか。 

条例 

第27条第１項 

平18-0331004 

第３の一の４⒄① 

い る ・ いない 

※ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画の作成に当たっ

ては、利用者の心身の状況を把握・分析し、サービスの提

供によって解決すべき問題状況を明らかにし（アセスメン

ト）、これに基づき、援助の方向性や目標を明確にし、担

当する従業者の氏名、従業者が提供するサービスの具体的

内容、所要時間、日程等を明らかにしてください。 

※ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画の様式について

は、事業所ごとに定めるもので差し支えありません。 

② 定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画は、既に居宅サ

ービス計画が作成されている場合は、居宅サービス計画の

内容に沿って作成していますか。 

条例 

第27条第２項 

平18-0331004 

第３の一の４⒄② 
い る ・ いない 

※ ただし、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護は、

日々の定期巡回サービスの提供や看護職員によるアセスメ

ントにより把握した利用者の心身の状況に応じた柔軟な対

応が求められることから、居宅サービス計画に位置付けら

れたサービス提供の日時にかかわらず、居宅サービス計画

の内容及び利用者の日常生活全般の状況及び希望を踏まえ

た上で、計画作成責任者がサービスを提供する日時及びサ

ービスの具体的内容を定めることができます。 

この場合において、利用者を担当する介護支援専門員に

対しては、適宜、定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画

を報告し、緊密な連携を図ってください。 

※ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画の作成後に居宅

サービス計画が作成された場合は、定期巡回・随時対応型

訪問介護看護計画が居宅サービス計画に沿ったものである

か確認し、必要に応じて変更してください。 

③ 看護職員が利用者の居宅を定期的に訪問して行うアセス

メントの結果を踏まえて定期巡回・随時対応型訪問介護看

護計画を作成していますか。 

条例 

第27条第３項 

平18-0331004 

第３の一の４⒄③ 
い る ・ いない 

※ アセスメントとは、利用者の心身の状況を勘案し、自立

した日常生活を営むことができるように支援する上で解決

すべき課題を把握することをいいます。 

※ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護は、介護と看護

が一体的に提供されるべきものであることから、訪問看護

サービスを利用しない者であっても、保健師、看護師又は

准看護師による定期的なアセスメント及びモニタリングを

行わなければなりません。 

※ 「定期的に」とは、概ね１月に１回程度行われることが

望ましいが、アセスメントを担当する保健師、看護師又は

准看護師の意見や、日々のサービスの提供により把握され

た利用者の心身の状況等を踏まえ、適切な頻度で実施して

ください。 
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※ アセスメントを担当する保健師、看護師又は准看護師に

ついては、従業者であることが望ましいが、事業者が実施

する他の事業に従事する保健師、看護師又は准看護師によ

り行われることも差し支えありません。 

この場合において、保健師、看護師又は准看護師は、計画

作成責任者から必要な情報を得た上で、指定定期巡回・随時

対応型訪問介護看護の趣旨を踏まえたアセスメントを行う必

要があることから、在宅の者に対する介護又は看護サービス

に従事した経験を有する等、要介護高齢者の在宅生活に関す

る十分な知見を有している者であって、日常生活圏域内で他

の事業に従事している等、利用者の地域における生活の課題

を十分に把握できる者でなければなりません。 

また、アセスメントに従事した時間については他の事業

における勤務時間とはみなされません。 

（連携型事業所を除

く）

④ 訪問看護サービスの利用者に係る定期巡回・随時対応型

訪問介護看護計画については、①で挙げた事項に加え、利

用者の希望、心身の状況、主治医の指示等を踏まえて、療

養上の目標、目標を達成するための具体的なサービスの内

容等を記載していますか。 

条例 

第27条第４項 

平18-0331004 

第３の一の４⒄④ 

い る ・ いない 

※ 訪問看護サービスの利用者に係る定期巡回・随時対応型

訪問介護看護計画についても計画作成責任者が作成してく

ださい。 

（連携型事業所を除

く）

⑤ 計画作成責任者が常勤看護師等でない場合には、常勤看

護師等は、④で挙げた事項の記載に際し、必要な指導及び

管理を行うとともに、利用者又は家族に対する定期巡回・

随時対応型訪問介護看護計画の説明を行う際には、計画作

成責任者に対し、必要な協力を行っていますか。 

条例 

第27条第５項 

平18-0331004 

第３の一の４⒄④ 

い る ・ いない 

※ 利用者の希望、主治医の指示及び看護目標、内容等の記

載に当たっては、看護に関する十分な知見を有することが

求められることから、計画作成責任者が常勤看護師等でな

い場合は、常勤看護師等の助言、指導等の必要な管理のも

と行わなければなりません。 

⑥ 計画作成責任者は、定期巡回・随時対応型訪問介護看護

計画の作成に当たっては、その内容について利用者又は家

族に対して説明し、利用者の同意を得ていますか。 

条例 

第27条第６項 

平18-0331004 

第３の一の４⒄⑤ 
い る ・ いない 

※ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画は、利用者の日

常生活全般の状況及び希望並びに訪問介護サービスの利用

に係る主治医の指示を踏まえて作成されなければならない

ものであり、サービス内容等への利用者の意向の反映の機

会を保障するため、計画作成責任者は、定期巡回・随時対

応型訪問介護看護計画の作成に当たっては、その内容等を

十分に説明した上で利用者の同意を得なければなりませ

ん。 

※ 計画作成責任者は、定期巡回・随時対応型訪問介護看護

計画の実施状況や評価についても説明を行ってください。 
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※ 常勤看護師等ではない計画作成責任者は、訪問看護サー

ビスに係る内容等の説明に当たっては、利用者及び利用者

の家族等が十分に訪問看護サービスの内容等を理解できる

よう常勤看護師等による必要な協力を得た上で説明を行っ

てください。 

⑦ 計画作成責任者は、定期巡回・随時対応型訪問介護看護

計画を作成した際には、定期巡回・随時対応型訪問介護看

護計画を利用者に交付していますか。 

条例 

第27条第７項 

平18-0331004 

第３の一の４⒄⑦ 

平12老企55 

別紙様式１ 

い る ・ いない 

※ 事業所が保険医療機関である場合は、主治医への定期巡

回・随時対応型訪問介護看護計画の提出は、診療記録への

記載をもって代えることができることとされているため、

「訪問看護計画書及び訪問看護報告書等の取扱いについ

て」に定める訪問看護計画書を参考に事業所ごとに定める

ものを交付することで差し支えありません。 

⑧ 計画作成責任者は、定期巡回・随時対応型訪問介護看護

計画の作成後、定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画の

実施状況の把握を行い、必要に応じて定期巡回・随時対応

型訪問介護看護計画の変更を行っていますか。 

条例 

第27条第８項 

平18-0331004 

第３の一の４⒄⑧ 

い る ・ いない 

※ 計画作成責任者は、従業者の行うサービスが定期巡回・

随時対応型訪問介護看護計画に沿って実施されているかに

ついて把握するとともに、助言、指導等必要な管理を行わ

なければなりません。 

⑨ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画を変更する場合

においても、①～⑦に沿って行っていますか。 

条例 

第27条第９項 

い る ・ いない 

⑩ 居宅サービス計画に基づきサービスを提供している指定

定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、当該居宅サ

ービス計画を作成している指定居宅介護支援事業者から訪

問介護計画の提供の求めがあった際には、当該定期巡回・

随時対応型訪問介護看護計画を提供することに協力するよ

う努めていますか。 

い る ・ いない

第３の一の４⒄⑫

※ さいたま市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営の

基準等に関する条例（平成２６年さいたま市条例第８７

号）第１５条第１２号において、「介護支援専門員は、居宅

サービス計画に位置付けられている計画の提出を求めるも

のとする。」と規定していることを踏まえたものです。 

（連携型事業所を除

く）

⑪ 訪問看護サービスを行う看護師等（准看護師を除く。）

は、訪問看護サービスについて、訪問日、提供した看護内

容等を記載した訪問看護報告書を作成していますか。 

条例 

第27条第10項 

平18-0331004 

第３の一の４⒄⑨ 
い る ・ いない 

※ 訪問看護報告書には、訪問を行った日、提供した看護内

容、サービス提供結果等を記載してください。 
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※ 訪問看護報告書は、訪問の都度記載する記録とは異なり、

主治医に定期的に提出するものをいい、報告書の記載と先に

主治医に提出した定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画の

記載において重複する箇所がある場合は、報告書における重

複箇所の記載を省略しても差し支えありません。 

（連携型事業所を除

く）

⑫ 常勤看護師等は、訪問看護報告書の作成に関し、必要な

指導及び管理を行っていますか。 

条例 

第27条第11項 

平18-0331004 

第３の一の４⒄⑩ 
い る ・ いない 

※ 常勤看護師等にあっては、定期巡回・随時対応型訪問介護

看護計画に沿った実施状況を把握し、訪問看護報告書に関

し、助言、指導等必要な管理を行わなければなりません。 

19 同居家族に対す

るサービス提供の

禁止 

○ 従業者に、同居の家族に対するサービスの提供をさせて

いませんか。 

条例 

第28条 

いない ・ い る 

※ 随時対応サービスは除きます。 

20 利用者に関する

市への通知 

○ 利用者が次のいずれかに該当する場合は、遅滞なく、意

見を付してその旨を市に通知していますか。 

条例 

第29条 

平18-0331004 

第３の一の４⒅ 
ア 正当な理由なしにサービスの利用に関する指示に従わ

ないことにより、要介護状態の程度を増進させたと認め

られるとき。 

イ 偽りその他不正の行為によって保険給付を受け、又は

受けようとしたとき。 

い る ・ いない

※ 市が、既に支払った保険給付の徴収又は保険給付の制限を

行うことができることから、事業者は、利用者に関し、保険

給付の適正化の観点から市に通知しなければなりません。 

21 緊急時等の対応 ① 従業者は、現にサービスの提供を行っているときに利用者

に病状の急変が生じた場合その他必要な場合は、速やかに主

治医への連絡を行う等の必要な措置を講じていますか。 

条例 

第30条第１項 

平18-0331004 

第３の一の４⒆ 
い る ・ いない 

※ 運営規程に定められた緊急時の対応方法に基づき、速や

かに必要な措置を講じなければなりません。 

② ①の従業者が看護職員である場合にあっては、必要に応

じて臨時応急の手当てを行っていますか。 

条例 

第30条第２項 

平18-0331004 

第３の一の４⒆ 
い る ・ いない 

22 管理者等の責務 ① 管理者は、従業者及び業務の管理を、一元的に行ってい

ますか。 

条例 

第31条第１項 

平18-0331004 

第３の一の４⒇ 
い る ・ いない 

② 管理者は、従業者に運営に関する基準を遵守させるため

必要な指揮命令を行っていますか。 

条例 

第31条第２項 

平18-0331004 

第３の一の４⒇ 
い る ・ いない 

③ 計画作成責任者は、サービスの利用の申込みに係る調整

等のサービスの内容の管理を行っていますか。 

条例 

第31条第３項 

平18-0331004 

第３の一の４⒇ 
い る ・ いない 
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23 運営規程 ○ 事業所ごとに、次に掲げる事業の運営についての重要事

項に関する規程（運営規程）を定めていますか。 

条例 

第32条 

平18-0331004 

第３の一の４(21) 

ア 事業の目的及び運営の方針 

イ 従業者の職種、員数及び職務の内容 

ウ 営業日及び営業時間 

エ サービスの内容及び利用料その他の費用の額 

オ 通常の事業の実施地域 

カ 緊急時等における対応方法 

キ 合鍵の管理方法及び紛失した場合の対処方法 

ク 虐待の防止のための措置に関する事項（令和6年3月31

日までは努力義務です。） 

ケ その他運営に関する重要事項 

い る ・ いない 

※ 事業の適正な運営及び利用者に対する適切なサービスの

提供を確保するため、運営規程を定めることを義務づけて

います。 

※ 同一事業者が同一敷地内にある事業所において、複数の

サービス種類について事業者指定を受け、それらの事業を

一体的に行う場合においては、運営規程を一体的に作成す

ることも差し支えありません。 

※ 営業日及び営業時間 

営業日は365日と、営業時間は24時間と記載してください。

※ サービスの内容 

サービスの内容とは、定期巡回サービス、随時対応サー

ビス、随時訪問サービス及び訪問看護サービスの内容を指

します。 

※ 利用料その他の費用の額 

利用料としては、法定代理受領サービスに係る利用料

（１割負担等）及び法定代理受領サービスでないサービス

の利用料を、その他の費用の額としては、交通費の額及び

必要に応じてその他のサービスに係る費用の額を記載して

ください。 

※ 通常の事業の実施地域 

・ 通常の事業の実施地域は、客観的にその区域が特定さ

れるものとしてください。 

・ 通常の事業の実施地域は、利用申込に係る調整等の観

点からの目安であり、通常の事業の実施地域を越えてサ

ービスが行われることを妨げるものではありません。 

・ 地域密着型サービスであることから、少なくとも日常生

活圏域内は、通常の事業の実施地域に含めてください。 

24 勤務体制の確保

等 

① 利用者に対し適切なサービスを提供できるよう、事業所

ごとに従業者の勤務の体制を定めていますか。 

条例 

第33条第１項 

平18-0331004 

第３の一の４(22)①
い る ・ いない 

※ 事業所ごとに、原則として月ごとの勤務表を作成し、従

業者については、日々の勤務時間、職務の内容、常勤・非

常勤の別、管理者との兼務関係等を明確にしてください。 

② 事業所ごとに、事業所の従業者によってサービスを提供

していますか。 

条例 

第33条第２項 

第33条第３項 

平18-0331004 

第３の一の４(22)②

～④ い る ・ いない 
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※ 事業所の従業者とは、雇用契約、労働者派遣契約その他

の契約により、管理者の指揮命令下にある訪問介護員等を

指します。 

なお、訪問看護サービスに従事する看護師等又は口腔内

の喀痰吸引その他の行為を業として行う訪問介護員等につ

いては、派遣労働者（紹介予定派遣、育児休業代替又は介

護休業代替を除く。）であってはなりません。 

※ 地域の実情に応じて、既存の地域資源・地域の人材を活

用しながら、定期巡回・随時対応型サービスの実施を可能

とする観点から、事業所が適切にサービスを提供する体制

を構築しており、他の指定訪問介護事業所等（指定訪問介

護事業所、指定夜間対応型訪問介護事業所又は指定訪問看

護事業所）との密接な連携を図ることにより効果的な運営

を期待することができる場合であって、利用者の処遇に支

障がないときは、定期巡回・随時対応型訪問介護看護の事

業の一部を、指定訪問介護事業所等との契約に基づき、指

定訪問介護事業所等の従業者に行わせることができます。 

この場合、同一時間帯において、全ての利用者に対する

定期巡回サービス、随時対応サービス、随時訪問サービス

の全てを委託してはなりません。 

したがって、事業所が定期巡回サービス、随時対応サー

ビス及び随時訪問サービスのいずれも提供しない時間帯が

生じることは認められません。 

なお、事業の一部委託に当たっては契約に基づくことと

し、契約において、委託料、利用者に関する情報の取扱い

方法、委託するサービスの具体的な実施方法、事故発生時

等の責任の所在及び緊急時等の対応方法等について定める

とともに、利用者に対して契約の内容についての説明を十

分に行ってください。 

（一部委託の例） 

ア 利用者50人を担当する事業所が、事業所の所在地と一

定以上の距離を有する地域に居住する利用者10人に係る

定期巡回サービス、随時対応サービス及び随時訪問サー

ビスを当該利用者が居住する地域に所在する指定訪問介

護事業所に委託 

イ 深夜帯における随時対応サービス及び随時訪問サービ

スを、指定夜間対応型訪問介護事業所に委託（事業所は

定期巡回サービスを実施） 

この場合において、市町村を超えての一体的実施を妨げ

るものではなく、随時対応サービスが単なる通報受け付け

サービスではないことを踏まえ、それぞれの事業所におけ

る利用者情報（提供されている具体的なサービスの内容、

利用者の心身の状況や家族の状況等）、事業所周辺の医療

機関の情報、随時の気象状況や道路状況等、当該事業所が

随時対応サービスを行うために必要な情報が随時把握され

ており、かつ、平均的な随時対応件数を踏まえて適切な体

制が確保されており、利用者の心身の状況に応じて必要な

対応を行うことができる場合に認められるものであり、全

国の利用者に対する随時対応サービスを１か所の指定定期

巡回・随時対応型訪問介護看護事業所に集約するような業

務形態は想定していません。 
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一体的実施に当たっては同一法人の事業所間に限らず、

別法人の事業所間でも認められますが、この場合、契約に

基づくこととし、契約において、委託料、利用者に関する

情報の取扱い方法、随時訪問サービスの具体的な実施方

法、事故発生時等の責任の所在及び緊急時等の対応方法等

について定めるとともに、利用者に対して契約の内容につ

いての説明を十分に行ってください。 

なお、随時対応サービスの一体的実施により、随時対応

サービスを行わない事業所は、午後６時～午前８時におけ

る定期巡回サービス、随時訪問サービス及び訪問看護サー

ビスについては、実施しなければなりません。 

③ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者の資質の向上

のために、研修の機会を確保していますか。 

条例 

第33条第４項 

平18-0331004 

第３の一の４(22)⑤
い る ・ いない

※ 研修機関が実施する研修や事業所内の研修への参加の機

会を計画的に確保してください。

④ 職場において行われる性的な言動又は優越的な関係を背景

とした言動であって業務上必要かつ相当な範囲を超えた者に

より定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者の就業環境が

害されることを防止するための方針の明確化等の必要な措置

を講じていますか。 

い る ・ いない 

※ セクシャルハラスメントについては、上司や同僚に限ら

ず、利用者やその家族等から受けるものも含まれます。 

※ 事業主が講ずべき措置の具体的内容は、事業主が職場にお

ける性的な言動に起因する問題に関して雇用管理上講ずべき

措置等についての指針（平成18年厚生労働省告示第615号）

及び事業主が職場における優越的な関係を背景とした言動に

起因する問題に関して雇用管理上講ずべき措置等についての

指針（令和2年厚生労働省告示第5号）のとおりです。 

  特に留意すべき内容は次のとおりです。 

 ア 事業所の方針等の明確化及びその周知・啓発 

  職場におけるハラスメントの内容及び職場におけるハラ

スメントを行ってはならない旨の方針を明確化し、従業

者に周知・啓発すること。 

 イ 相談（苦情を含む。）に応じ、適切に対応するために

必要な体制の整備 

※ 事業主が講じることが望ましい取組としては、 

 ア 相談に応じ、適切に対応するために必要な体制の整備 

 イ 被害者への配慮のための取組（メンタルヘルス不調へ

の相談対応、行為者に対して1人で対応させない等） 

 ウ 被害防止のための取組（マニュアル作成や研修の実施

等、業種・業態等の状況に応じた取組） 

※ マニュアルや手引きについては、厚生労働省のホームペ

ージに掲載されているので、参考にしてください。 

 https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_05120.html 

条例 

第33条第５項 

平18-0331004 

第３の一の４(22)⑥
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25 業務継続計画の

策定等 
※ 令和6年3月31日までは

努力義務です。 

① 感染症や非常災害の発生において、利用者に対する指定

定期巡回・随時対応型訪問介護看護の提供を継続的に実施

するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るた

めの計画（業務継続計画）を策定していますか。 

い る ・ いない 

※ 業務継続計画には、次の項目を記載してください。 

 ア 感染症に係る業務継続計画 

  a 平時からの備え（体制構築・整備、感染症防止に向け

た取組の実施、備蓄品等の確保等） 

  b 初動対応 

  c 感染拡大防止体制の確立（保健所との連携、濃厚接触

者への対応、関係者との情報共有等） 

 イ 災害に係る業務継続計画 

  a 平常時の対応（建物・設備の安全対策、電気・水道等の

ライフラインが停止した場合の対策、必要品の備蓄等） 

b 緊急時の対応（業務継続計画発動基準、対応体制等）

c 他施設及び地域との連携 

条例 

第33条の２第１項 

平18-0331004 

第３の一の４(23)②

② 事業者は、定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者に

対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研

修及び訓練を定期的（年１回以上）に実施していますか。 

い る ・ いない 

※ 計画の策定、研修及び訓練の実施については、他のサービ

ス事業者との連携等により行うことも差し支えありません。

※ 感染症や災害が発生した場合には、従業者が連携して取

組むことが求められることから、研修及び訓練にあたって

は、全ての従業者が参加できるようにすることが望ましい

です。 

※ 新規採用時には定期的な研修とは別に実施することが望

ましいです。 

※ 研修の内容については記録してください。 

※ 感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓練と

一体的に実施することも差し支えありません。 

※ 訓練の実施は、机上を含め、その実施手段は問いませ

ん。机上及び実地で実施するものを適切に組み合わせなが

ら実施することが適切です。 

条例 

第33条の２第２項 

平18-0331004 

第３の一の４(23)③

④ 

26 衛生管理等 ① 従業者の清潔の保持及び健康状態について、必要な管理

を行っていますか。 

条例 

第34条第１項 

平18-0331004 

第３の一の４(24)①
い る ・ いない 

※ 特に、従業者が感染源となることを予防し、また従業者

を感染の危険から守るため、使い捨ての手袋等感染を予防

するための備品等を備えるなど対策を講じてください。 

② 事業所の設備及び備品等について、衛生的な管理に努め

ていますか。 

条例 

第34条第２項 

平18-0331004 

第３の一の４(24)①
い る ・ いない 
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※ 令和 6年 3月 31 日までの間は努力義務です。 

③ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所において

感染症が発生し、又はまん延しないように、次の措置を講

じていますか。 

 ア 感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討す

る委員会を概ね 6月に 1回以上開催するとともに、その

結果について訪問介護員等に周知徹底を図ること。 

 イ 感染症の予防及びまん延の防止のための指針を整備す

ること。 

 ウ 訪問介護員等に対し、感染症の予防及びまん延の防止

のための研修及び訓練を定期的（年 1回以上）に実施す

ること。 

い る ・ いない 

※ 感染症の及びまん延の防止のための対策を検討する委員

会については次のとおりです。 

 ① 感染対策の知識を有する者を含む、幅広い職種により

構成することが望ましく、特に感染対策の知識を有する

者については外部の者も含め積極的に参画を得ることが

望ましいです。 

② 構成メンバーの責任及び役割分担を明確にするととも

に、専任の感染対策を担当する者を決めてください。 

③ 概ね6月に1回以上、定期的に開催するとともに、感染

症が流行する時期等を勘案して随時開催してください。 

 ④ テレビ電話装置等を活用して行うことができます。そ

の際は、個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介護

関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガ

イダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管理に

関するガイドライン」等を遵守してください。 

 ⑤ 他の会議体を設置している場合、これと一体的に設

置・運営することとしても差し支えありません。 

※ 感染症の予防及びまん延の防止のための指針については

次のとおりです。 

 ・「介護現場における感染対策の手引き」を参照し、平常時

の対策及び発生時の対応を規定してください。 

  平常時：事業所内の衛生管理（環境の整備等）、ケアに係

る感染対策（手洗い、標準的な予防策）等 

  発生時：発生状況の把握、感染拡大防止、医療機関との

連携、行政等への報告等 

※ 感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓練に

ついて次のとおりです。 

 ① 新規採用時には定期的な研修とは別に実施することが

望ましいです。 

② 研修の内容については記録してください。 

③ 厚生労働省「介護施設・事業所の職員向け感染症対策

力向上のための研修教材」等を活用するなど、事業所の

実態に応じて行ってください。 

④ 発生時の対応を定めた指針及び研修内容に基づき、事

業所内の役割分担の確認や、感染対策をした上でのケア

の演習等を実施してください。 

⑤ 訓練の実施は、机上を含め、その実施手段は問いませ

ん。机上及び実地で実施するものを適切に組み合わせな

がら実施することが適切です。 

条例 

第34条第３項 

平18-0331004 

第３の一の４(24)②
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27 掲示 ○ 事業所の見やすい場所に、次の事項を掲示していますか。 条例 

第35条 

平18-0331004 

第３の一の４(25) 

ア 運営規程の概要 

イ 従業者の勤務の体制 

ウ その他の利用申込者のサービスの選択に資すると認め

られる重要事項 

い る ・ いない 

※ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者の勤務の体制

については、職種ごと、常勤・非常勤ごと等の人数を掲示

する趣旨であるため、訪問介護員等の氏名まで掲示するこ

とを求めるものではありません。 

※ 重要事項を記載したファイル等を介護サービスの利用申

込者、利用者又はその家族等が自由に閲覧可能な形で当該

指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所内に備え付

けることでも構いません。

28 秘密保持等 ① 従業者は、正当な理由がなく、業務上知り得た利用者又

は家族の秘密を漏らしていませんか。 

条例 

第36条第１項 

平18-0331004 

第３の一の４(26)①
いない ・ い る 

② 事業所の従業者であった者が、正当な理由がなく、その

業務上知り得た利用者又は家族の秘密を漏らすことがない

よう、必要な措置を講じていますか。 

条例 

第36条第２項 

平18-0331004 

第３の一の４(26)②
い る ・ いない 

※ 従業者でなくなった後においても秘密を保持すべき旨を

雇用時等に取り決め、例えば違約金についての定めを置く

などの措置を講じてください。 

③ サービス担当者会議等において、利用者の個人情報を用

いる場合は利用者の同意を、利用者の家族の個人情報を用

いる場合は家族の同意を、あらかじめ文書により得ていま

すか。 

条例 

第36条第３項 

平18-0331004 

第３の一の４(26)③

い る ・ いない

※ サービス担当者会議等において、課題分析情報等を通じ

て利用者の有する問題点や解決すべき課題等の個人情報

を、介護支援専門員や他のサービスの担当者と共有するた

めには、あらかじめ利用者又は家族から同意を得る必要が

あります。 

※ この同意は、サービス提供開始時に利用者及び家族から

包括的な同意を得ておくことで足ります。 

④ 個人情報の保護に関する法律及び医療・介護関係事業者

における個人情報の適切な取扱いのためのガイドラインに

基づき、利用者及び家族の個人情報を適切に取り扱ってい

ますか。 

個人情報の保護に関

する法律(平成15年5

月30日法律第57号) 

医療・介護関係事業

者における個人情報

の適切な取扱いのた

めのガイダンス（平

成29年4月14日厚生

労働省）

い る ・ いない 

29 広告 ○ 広告の内容は、虚偽又は誇大なものとなっていませんか。 条例 

第37条 
いない ・ い る 
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30 指定居宅介護支

援事業者に対する

利益供与の禁止 

○ 指定居宅介護支援事業者又は従業者に対し、利用者に特

定の事業者によるサービスを利用させることの対償とし

て、金品その他の財産上の利益を供与していませんか。 

条例 

第38条 

平18-0331004 

第３の一の４(27) 
いない ・ い る 

※ 居宅介護支援の公正中立性を確保するために、利益供与

を禁止しています。 

31 苦情処理 ① 提供したサービスに係る利用者及び家族からの苦情に迅

速かつ適切に対応するために、苦情を受け付けるための窓

口を設置する等の必要な措置を講じていますか。 

条例 

第39条第１項 

平18-0331004 

第３の一の４(28)①
い る ・ いない 

※ 相談窓口、苦情処理の体制及び手順等事業所における苦

情を処理するために講ずる措置の概要について明らかに

し、利用申込者又は家族にサービスの内容を説明する文書

に苦情に対する対応の内容についても併せて記載するとと

もに、事業所に掲示してください。 

② 利用者及び家族からの苦情に対し、事業者が組織として

迅速かつ適切に対応するため、苦情の受付日、その内容等

を記録していますか。 

条例 

第39条第２項 

第43条第２項第６号

平18-0331004 

第３の一の４(28)②
い る ・ いない

※ 事業者が提供したサービスとは関係のない苦情は除きます。

※ 苦情がサービスの質の向上を図る上での重要な情報であ

るとの認識に立ち、苦情の内容を踏まえ、サービスの質の

向上に向けた取組を行うことが必要です。 

※ 苦情の内容等の記録は、５年間保存しなければなりません。

③ 提供したサービスに関し、市が行う文書その他の物件の

提出若しくは提示の求め又は市の職員からの質問若しくは

照会に応じ、及び利用者からの苦情に関して市が行う調査

に協力するとともに、指導又は助言を受けた場合において

は、必要な改善を行っていますか。 

条例 

第39条第３項 

平18-0331004 

第３の一の４(28)③

い る ・ いない 

④ 市からの求めがあった場合には、改善内容を報告してい

ますか。 

条例 

第39条第４項 

い る ・ いない 

⑤ 提供したサービスに係る利用者からの苦情に関して国民

健康保険団体連合会が行う調査に協力するとともに、指導

又は助言を受けた場合においては、必要な改善を行ってい

ますか。 

条例 

第39条第５項 

い る ・ いない 

⑥ 国民健康保険団体連合会からの求めがあった場合には、

改善内容を報告していますか。 

条例 

第39条第６項 

い る ・ いない 

32 地域との連携等 ① 介護・医療連携推進会議を設置し、おおむね６月に１回

以上、介護・医療連携推進会議に対してサービスの提供状

況等を報告し、介護・医療連携推進会議による評価を受け

るとともに、介護・医療連携推進会議から必要な要望、助

言等を聴く機会を設けていますか。 

条例 

第40条第１項 

平18-0331004 

第３の一の４(29)①
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い る ・ いない 

※ 介護・医療連携推進会議とは、利用者、利用者の家族、

地域住民の代表者、地域の医療関係者、市町村の職員又は

地域包括支援センターの職員、定期巡回・随時対応型訪問

介護看護について知見を有する者等により構成される協議

会をいいます。 

※ 利用者、地域の医療関係者、市町村職員、地域住民の代

表者等に対し、提供しているサービス内容等を明らかにす

ることにより、地域に開かれたサービスとすることで、サ

ービスの質の確保を図ってください。 

※ 介護・医療連携推進会議において、地域における介護及

び医療に関する課題について関係者が情報共有を行い、介

護と医療の連携を図ってください。 

※ 地域住民の代表者とは、町内会役員、民生委員、老人ク

ラブの代表等が、地域の医療関係者とは、都市区医師会の

医師等、地域の医療機関の医師や医療ソーシャルワーカー

等が考えられます。 

※ なお、介護・医療連携推進会議の効率化や、事業所間の

ネットワーク形成の促進等の観点から、次に掲げる条件を

満たす場合においては、複数の事業所の介護・医療連携推

進会議を合同で開催して差し支えありません。 

ア  利用者及び利用者家族については匿名とするなど、個

人情報・プライバシーを保護すること。 

イ 同一の日常生活圏域内に所在する事業所であること。

ただし、事業所間のネットワーク形成の促進が図られる

範囲で、地域の実情に合わせて、市町村区域の単位等内

に所在する事業所であっても差し支えないこと。 

ウ 合同で開催する回数が、１年度に開催すべき介護・医

療連携推進会議の開催回数の半数を超えないこと。 

エ 外部評価を行う介護・医療連携推進会議は、単独で開催

すること。 

※ 一年に一回以上、サービスの改善及び質の向上を目的と

して、各事業所が自ら提供するサービスについて評価・点

検（自己評価）を行うとともに、当該自己評価結果につい

て、介護・医療連携推進会議において第三者の観点からサ

ービスの評価（外部評価）を行うこととし、実施にあたっ

ては次の点に留意してください。 

平18-0331004 

第３の一の４(29)②

 ア 自己評価は、事業所が自ら提供するサービス内容につ

いて振り返りを行い、指定定期巡回・随時対応型訪問介

護看護事業所として提供するサービスについて個々の従

業者の問題意識を向上させ、事業所全体の質の向上につ

なげていくことを目指すもの。 

 イ 外部評価は、介護・医療連携推進会議において、当該

事業所が行った自己評価結果に基づき、当該事業所で提

供されているサービスの内容や課題等について共有を図

るとともに、利用者、地域の医療関係者、市町村職員、

地域住民の代表者等が第三者の観点から評価を行うこと

により、新たな課題や改善点を明らかにすることが必要

であること。 

 ウ このようなことから、介護・医療連携推進会議におい

て当該取組を行う場合には、市町村職員又は地域包括支

援センター職員、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看

護に知見を有し公正・中立な第三者の立場にある者の参

加が必要であること。 
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 エ 自己評価結果及び外部評価結果は、利用者及び利用者

の家族へ提供するとともに、「介護サービスの情報公開

制度」に基づく介護サービス情報公表システムを活用し

公表することが考えられるが、法人のホームページへの

掲載、事業所内の外部の者にも確認しやすい場所への掲

示、市町村窓口や地域包括支援センターへの掲示等によ

り公表することも差し支えない。 

 オ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の特性に沿っ

た自己評価及び外部評価の在り方については、平成２４

年度老人保健健康増進等事業「定期巡回・随時対応サー

ビスにおける自己評価・外部評価の在り方に関する調査

研究事業」（一般社団法人二四時間在宅ケア研究会）を

参考に行うものとし、サービスの改善及び質の向上に資

する適切な手法により行うこと。 

② 介護・医療連携推進会議の報告、評価、要望、助言等につ

いての記録を作成するとともに、記録を公表していますか。

条例 

第40条第２項 

平18-0331004 

第３の一の４(29)③
い る ・ いない 

※ 介護・医療連携推進会議における報告等の記録は、５年

間保存しなければなりません。 

③ 事業の運営に当たっては、提供したサービスに関する利

用者からの苦情に関して市等が派遣する者が相談及び援助

を行う事業その他の市が実施する事業に協力するよう努め

ていますか。 

条例 

第40条第３項 

平18-0331004 

第３の一の４(29)④

い る ・ いない 

※ 介護サービス相談員を派遣する事業を積極的に受け入れ

る等、市町村との密接な連携に努めてください。 

※ 市が実施する事業には、介護サービス相談員派遣事業の

ほか、広く市町村が老人クラブ、婦人会その他の非営利団

体や住民の協力を得て行う事業が含まれます。 

④ 事業所の所在する建物と同一の建物に居住する利用者に

対してサービスを提供する場合には、同一の建物に居住す

る利用者以外の者に対しても、サービスの提供を行ってい

ますか。 

条例 

第40条第４項 

平18-0331004 

第３の一の４(29)⑤

い る ・ いない 

※ いわゆる囲い込みによる閉鎖的なサービス提供が行われ

ないようにしてください。 

33 事故発生時の対

応 

① 利用者に対するサービスの提供により事故が発生した場

合は、市、利用者の家族、居宅介護支援事業者等に連絡を

行うとともに、必要な措置を講じていますか。 

条例 

第41条第１項 

平18-0331004 

第３の一の４(30)  
い る ・ いない 

※ 利用者が安心してサービスの提供を受けられるよう、事

故発生時の速やかな対応を規定したものです。 

※ 利用者に対するサービスの提供により事故が発生した場

合の対応方法については、あらかじめ定めておくことが望

まれます。 

※ 事故が生じた際にはその原因を解明し、再発生を防ぐた

めの対策を講じてください。 

② 事故の状況及び事故に際して採った処置について記録し

ていますか。 

条例 

第41条第２項 
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い る ・ いない 
第43条第２項第７号

平18-0331004 

第３の一の４(30) ※ 利用者に対するサービスの提供により事故が発生した場

合には、市、利用者の家族、居宅介護支援事業者等に対し

て連絡を行う等の必要な措置を講じるとともに、事故の状

況及び事故に際して採った処置について記録しなければな

りません。 

※ 事故の状況及び事故に際して採った処置についての記録

は、５年間保存しなければなりません。 

③ 利用者に対するサービスの提供により賠償すべき事故が

発生した場合は、損害賠償を速やかに行っていますか。 

条例 

第41条第３項 

平18-0331004 

第３の一の４(30) 
い る ・ いない 

※ 賠償すべき事態において速やかに賠償を行うため、損害

賠償保険に加入しておくか、又は賠償資力を有することが

望まれます。 

34 虐待の防止 
※ 令和6年3月31日までは

努力義務です。 

① 虐待の発生又はその発生を防止するために、次の措置を

講じていますか。 

ア 虐待の防止のための対策を検討する委員会を定期的に

開催するとともに、その結果について定期巡回・随時対

応型訪問介護看護従業者に周知徹底を図ること 

イ 虐待の防止のための指針を整備すること 

ウ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者に対し、虐

待の防止のための研修を定期的（年 1回以上）に実施す

ること 

エ 上記ア～ウの措置を適切に実施するための担当者を置

くこと 

い る ・ いない 

※ 虐待の防止のための研修及び訓練について次のとおりです。

① 新規採用時には定期的な研修とは別に実施してください。 

② 研修の内容については記録してください。 

条例 

第41条の２ 

平18-0331004 

第３の一の４(31) 
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② 虐待防止委員会は、次のような事項について検討すると

ともに、その結果（事業所における虐待防止に対する体

制、再発防止対策等）は、従業者に周知徹底を図っていま

すか。 

 ア 虐待防止検討委員会その他事業所内の組織に関すること

 イ 虐待の防止のための指針の整備に関すること 

 ウ 虐待の防止のための職員研修の内容に関すること 

エ 虐待等について、従業者が相談・報告できる体制整備

に関すること 

オ 従業者が虐待等を把握した場合に、市への通報が迅速

かつ適切に行われるための方法に関すること 

カ 虐待等が発生した場合、その発生原因等の分析から得

られる再発の確実な防止策に関すること 

キ 再発の防止策を講じた際に、その効果についての評価

に関すること 

い る ・ いない 

※ 虐待の防止のための対策を検討する委員会については次

のとおりです。 

① 管理者を含む、幅広い職種により構成します。 

② 構成メンバーの責任及び役割分担を明確にするととも

に、定期的に開催してください。 

③ 事業所外の虐待防止の専門家を委員として積極的に活

用することが望ましいです。 

④ テレビ電話装置等を活用して行うことができます。そ

の際は、個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介護

関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガ

イダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管理に

関するガイドライン」等を遵守してください。 

 ⑤ 他の会議体を設置している場合、これと一体的に設

置・運営することとしても差し支えありません。 

 ⑥ 虐待等の事案については、虐待等に係る諸般の事情が

複雑かつ機微なものであることが想定されるため、一概

に従業者に共有されるべき情報であるとは限られないた

め、個別の状況に応じて慎重に対応してください。 

条例 

第41条の２第１項 

平18-0331004 

第３の一の４(31)①

③ 虐待の防止のための指針には、次のような項目を盛り込

んでいますか。 

ア 事業所における虐待の防止に関する基本的考え方 

イ 虐待防止検討委員会その他事業所内の組織に関する事項

ウ 虐待の防止のための職員研修に関する基本方針 

エ 虐待等が発生した場合の対応方法に関する基本方針 

オ 虐待等が発生した場合の相談・報告体制に関する事項 

カ 成年後見制度の利用支援に関する事項 

キ 虐待等に係る苦情解決方法に関する事項 

ク 利用者等に対する当該指針の閲覧に関する事項 

ケ その他虐待の防止の推進のために必要な事項 

い る ・ いない 

条例 

第41条の２第２項 

平18-0331004 

第３の一の４(31)②

35 会計の区分 ○ 事業所ごとに経理を区分するとともに、指定定期巡回・

随時対応型訪問介護看護の事業の会計とその他の事業の会

計を区分していますか。 

条例 

第42条 

平18-0331004 

第３の一の４(32) 
い る ・ いない 
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※ 具体的な会計処理の方法等については、「介護保険の給

付対象事業における会計の区分について（平成13年3月28日

老振第18号）」「介護保険・高齢者保健福祉事業に係る社

会福祉法人会計基準の取扱いについて（平成24年3月29日老

高発329第1号）」及び「指定介護老人福祉施設等に係る会

計処理等の取扱いについて（平成12年3月10日老計第8

号）」を参考にしてください。 

36 記録の整備 ① 従業者、設備、備品及び会計に関する諸記録を整備して

いますか。 

条例 

第43条第１項 

い る ・ いない 

② 利用者に対するサービスの提供に関する次に掲げる記録

を整備し、その完結の日から５年間保存していますか。 

条例 

第43条第２項 

平18-0331004 

第３の一の４(33) 

条例 

附則12 

ア 定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画 

イ 提供した具体的なサービスの内容等の記録 

ウ 主治医による指示書（連携型事業所を除く） 

エ 訪問看護報告書（連携型事業所を除く） 

オ 利用者に関する市への通知に係る記録 

カ 苦情の内容等の記録 

キ 事故の状況及び事故に際して採った処置についての記

録 

い る ・ いない 

※ 事業所が保険医療機関である場合は、訪問看護サービス

利用者に係る定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画、指

示書及び訪問看護報告書については、診療録及び診療記録

の保存でも差し支えありません。 

※ 平成25年４月１日において、現に保存している記録（そ

の整備が完結していないものを含む。）及び平成25年４月

１日以後に整備される記録について適用します。 
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五 連携型指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の人員及び運営に関する基準の特例 

項 目 確 認 事 項 根 拠 法 令

１ 連携型指定定期

巡回・随時対応型

訪問介護看護の事

業 

※ 連携型事業所においては、事業所において訪問看護サー

ビスの提供を行わず、連携先指定訪問看護事業所が行いま

す。 

条例 

第44条第１項 

第44条第２項 

平18-0331004 

第３の一の５⑴ 

したがって、訪問看護サービスに係る人員、設備及び運

営基準は適用されません。（本シート中の網掛け部分） 

訪問看護サービスに係る部分以外は、一体型指定定期巡

回・随時対応型訪問介護看護に係る基準が全て適用される

ことになります。 

２ 指定訪問看護事

業者との連携 

① 事業所ごとに、利用者に対して指定訪問看護の提供を行

う指定訪問看護事業者と連携していますか。 

条例 

第45条第１項 

平18-0331004 

第３の一の５⑵① 
い る ・ いない 

※ 連携型指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の事業を実

施する場合は、地域の指定訪問看護事業所との連携を図るこ

ととされており、この連携を行う指定訪問看護事業所につい

ては、指定申請時においては地域の指定訪問看護事業所から

任意に選定することになるが、事業開始以降、訪問看護を利

用しようとする利用者が指定訪問看護事業所からのサービス

提供を受けることを選択しない場合は、利用者が選択した指

定訪問看護事業所との連携が必要となります。 

② 連携先指定訪問看護事業者との契約に基づき、連携先指

定訪問看護事業者から、次の事項について必要な協力を得

ていますか。 

条例 

第45条第２項 

平18-0331004 

第３の一の４⒄③ 

第３の一の５⑵②・

③ 

ア 定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画の作成に当た

っての、看護職員によるアセスメントの実施 

イ 随時対応サービスの提供に当たって、看護職員による

対応が必要と判断された場合に確実に連絡が可能な体制

の確保 

ウ 介護・医療連携推進会議への参加 

エ ア～ウのほか必要な指導及び助言 

い る ・ いない 

※ アについては、連携先指定訪問看護事業所の職員が必ず行

わなければならないものではなく、連携型事業所のオペレー

ターとして従事する保健師、看護師又は准看護師や、連携型

事業者が実施する他の事業に従事する保健師、看護師又は准

看護師により実施することも差し支えありません。 

この場合において、保健師、看護師又は准看護師は、計画

作成責任者から必要な情報を得た上で、指定定期巡回・随時

対応型訪問介護看護の趣旨を踏まえたアセスメントを行う必

要があることから、在宅の者に対する介護又は看護サービス

に従事した経験を有する等、要介護高齢者の在宅生活に関す

る十分な知見を有している者であって、日常生活圏域内で他

の事業に従事している等、利用者の地域における生活の課題

を十分に把握できる者でなければなりません。 

アセスメントの結果については連携先訪問看護事業所に

情報提供を行わなければなりません。 

また、アセスメントに従事した時間については他の事業

における勤務時間とはみなされません。 

※ 連携に要する経費については、連携型事業所と連携先指

定訪問看護事業所との間の契約に基づく委託料として、両

者の合意の下、適切に定めてください。 
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※ 一体型指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の事業と

連携型指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の事業を併

せて行うことは差し支えありません。 

この場合において、次の点に留意してください。 

ア 指定申請は複数必要とはならないこと 

イ 人員及び設備基準については、一体型指定定期巡回・

随時対応型訪問介護看護に係る当該基準を満たすこと

で、いずれの事業の基準も満たすこと 

ウ 利用者に対し十分に説明を行った上で、いずれの事業

によるサービス提供を受けるか選択させること 
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六 変更の届出 

項 目 確 認 事 項 根 拠 法 令

① 次の事項に変更があったときは、10日以内にさいたま市

長に届け出ていますか。 

法 

第78条の５第１項 

施行規則 

第131条の13第１項 

第131条の13第２項 

ア 事業所の名称及び所在地 

イ 申請者の名称及び主たる事務所の所在地並びにその代

表者の氏名、生年月日、住所及び職名 

ウ 申請者の定登記事項証明書又は条例等 

エ 事業所の平面図及び設備の概要 

オ 事業所の管理者の氏名、生年月日、住所 

カ 運営規程 

キ 連携する訪問看護を行う事業所の名称及び所在地（連

携型事業所の場合） 

い る ・ いない 

※ 管理者の変更又は役員の変更に伴うものは、誓約書を添

付して行ってください。 

② 休止した事業を再開したときは、10日以内に、再開した

年月日をさいたま市長に届け出ていますか。 

法 

第78条の５第１項 

施行規則 

第131条の13第３項 
い る ・ いない 

③ 事業を廃止又は休止しようとするときは、次の事項を、

廃止又は休止の日の１月前までに、さいたま市長に届け出

ていますか。 

法 

第78条の５第２項 

施行規則 

第131条の13第４項 ア 廃止又は休止しようとする年月日 

イ 廃止又は休止しようとする理由 

ウ 現にサービスを受けている者に対する措置 

エ 休止の場合は、予定期間 

い る ・ いない 
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七 その他

項 目 確 認 事 項 根 拠 法 令

１ 法令遵守等の業

務管理体制の整備

① 要介護者の人格を尊重するとともに、介護保険法又は介護

保険法に基づく命令を遵守し、要介護者のために忠実にその

職務を遂行しなければなりません。この義務が確保されるよ

う、次の基準に従い業務管理体制を整備していますか。 

法

第115条の32第１項 

施行規則

第140条の39 

ア 事業所・施設の数が20未満の場合 

・ 法令遵守責任者の選任をすること。 

イ 事業所・施設の数が20以上100未満の場合 

・ 法令遵守責任者の選任をすること。 

・ 業務が法令に適合することを確保するための規定を 

整備すること。 

ウ 事業所・施設の数が100以上の場合 

・ 法令遵守責任者の選任をすること。 

・ 業務が法令に適合することを確保するための規定を 

整備すること。 

・ 業務執行の状況の監査を定期的に行うこと。 

い る ・ いない 

② ①で定めた業務管理体制を届け出ていますか。 法

第115条の32第２項 

施行規則

第140条の40第１項 

ア 届出先 

(ア) さいたま市内のみにすべての指定事業所などが所在

する事業者             さいたま市長 

(イ) 埼玉県のみにすべての指定事業所等が所在する事業

者で(ア)以外の事業者         埼玉県知事  

(ウ) 事業所等が２以上の都道府県の区域に所在する事業者

ⅰ 事業所等が３以上の地方厚生局管轄区域に所在す

る事業者             厚生労働大臣 

ⅱ 事業所等が２以下の地方厚生局管轄区域に所在

する事業者 

   主たる事務所の所在する都道府県知事 

イ 届出事項 

(ア) 事業者の名称 

(イ) 主たる事務所の所在地 

(ウ) 代表者の氏名・生年月日・住所・職名 

(エ) 法令遵守責任者の氏名・生年月日 

(オ) 業務が法令に適合することを確保するための規定の

概要（事業所・施設の数が20以上の場合） 

(カ) 業務執行の状況の監査の方法の概要（事業所・施設

の数が100以上の場合） 

い る ・ いない 

③ ②で届出を行った事項に変更があったときは、遅滞なく

届け出ていますか。 

法

第115条の32第３項 

施行規則

第140条の40第２項 
い る ・ いない 

④ ②で届出を行った届出先の区分に変更があったときは、

変更前の届出先と、変更後の届出先の双方に届け出ていま

すか。 

法

第115条の32第４項 

施行規則

第140条の40第３項 
い る ・ いない 

２ 介護サービス情

報の報告及び公表

① さいたま市長が毎年定める報告に関する計画に従い、指

定情報公表センターへ基本情報と運営情報を報告していま

すか。 

法

第115条の35第１項 

施行令
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い る ・ いない 
第37条の２ 

施行規則

第140条の44～46 

② 報告後、指定情報公表センターにより公表されていますか。 法

第115条の35第２項 

施行規則

第140条の46 

い る ・ いない 


